
様式第２号（第５の５（１）②関係） （別紙１）

（事業計画書作成担当者）

（基金事業の執行計画） （単位：千円）

再生可能エネルギー等導入推進事業

① 地域資源活用詳細調査事業

② 公共施設再生可能エネルギー等導入事業

③ 民間施設再生可能エネルギー等導入推進事業

④ 風力・地熱発電事業等導入支援事業

※計画書を提出する年度の執行額は、執行予定額（運用益収入を含む）を記載する。

※計画書を提出する年度以前の年度の執行額は、執行済額（運用益収入を含む）又は執行予定額（運用益収入を含む）を記載する。

※計画書を提出する年度以後の年度の執行額は、執行見込額（運用益収入を含めない）を記載する。

※「運用益使用額（内数）」は、合計額に運用益収入額が含まれる場合に、その額を記載する。。

平成28年度

815,924

平成26年度 合計平成27年度

225,369

0

平成26年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（各年度計画書）

富山県富山市新総曲輪１番７号

富山県都道府県等の名称

事業計画作成担当部局

（平成28年度計画書）

所在地

生活環境文化部環境政策課

TEL：076-444-8727

FAX：076-444-3480

587,486225,369

587,486

0

3,069

運用益使用額（内数）

815,9243,069

0

合計



様式第２号（第５の５（１）②関係） （別紙２）

（事業計画の概要）

平成26年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（各年度計画書）

（平成28年度計画書）

平成28年度計画概要

基金事業計画
・目的・概要
　防災拠点となる公共施設の災害時の機能確保や低炭素に資するだけではなく、公共施設を核とした、再生可能エネルギーによる地域全体での減災化・低炭素化を促進するもの

・事業の実施及び評価体制
　本基金事業の実施にあたっては、事業の効率性や透明性を確保するため、次図の役割分担のもとに、ＰＤＣＡサイクルによる進行管理を行う。（24年度基金事業で定めた役割分担に、新たに県のエネルギー担当課からも助言を得ることとし、事業の選定
～設計～工事の各段階で防災、予算、工事設計、エネルギーの各担当課の意見・評価を聞く体制とする。）また、県の各専門部署から意見を聴く体制に加えて、外部の専門的知識を有する者で構成する「検討委員会」（平成24年度設置）により、個々の工事
計画や成果指標の達成状況の評価を行う。会議は年1～2回の頻度で開催する。

＜ＰＤＣＡサイクルの流れ＞
　Ｐｌａｎ①：県環境政策課において、県有施設担当課及び市町村の事業要望の内容（導入する再生可能エネルギー等の内容、必要性、実現可能性）、事業費、費用対効果等を審査の上、事業を選定し、事業計画をとりまとめ
　Ｃｈｅｃｋ①：防災、予算執行、設計・工事、エネルギーの各担当課が、事業計画を確認、環境政策課に指導助言を実施
　Ｐｌａｎ②：Ｃｈｅｃｋ①による意見・評価の結果、必要に応じて、県環境政策課から県有施設担当課又は市町村に事業要望の修正を求め、事業計画を見直し
　Ｄｏ　　　：県有施設担当課及び市町村において、各事業を実施（県環境政策課は進捗を管理）
　Ｃｈｅｃｋ②：外部有識者による検討委員会において、事業の進捗状況、成果指標の達成状況を評価
　Ａｃｔｉｏｎ：Ｃｈｅｃｋ②の評価の結果、必要に応じて、県環境政策課から県有施設担当課又は市町村に事業計画の修正を指示
・28 度実施事業概要
　本事業においては、限られた予算で最大限に事業効果を上げるため、優先順位や緊急性を考慮して、本基金の４つの事業メニューのうち、②公共施設再生可能エネルギー等導入事業に集中的に取り組むこととしている。
　本年度は、新たに市有施設２施設、27年度からの継続事業として県有施設では１施設において、市町有施設では５施設において、再生可能エネルギー発電設備及び蓄電池の導入と設計を実施する。
　また、平成26年度からの繰越事業として県有施設では１施設において、27年度からの繰越事業として県有施設では1施設、市町有施設では３施設において再生可能エネルギー発電設備及び蓄電池の導入を引き続き実施する。

【検討委員会委員一覧】



平成26年度 平成27年度 平成28年度 計 平成26年度 平成27年度 平成28年度 計

0 287,980 140,200 428,180 0 87,097 1,044,342 1,131,439

0.8 1.5 0.7 3.0 0 1.4 1.0 2.4

導入施設数 9 18 8 35 0 16 12 28

0 159 181 340 0 48 574 622

・蓄電池は、電力需給のひっ迫時や再生可能エネルギーによる発電が行われない夜間等に使用することで、購入電力を削減できことから、蓄電池を積極的に導入し、平常時にも有効活用する必要がある。

・本基金事業を効率的に実施するためには、適正な設計・契約等により事業費の縮減とCO2削減効果の向上を図ることが重要であることから、CO2削減量当たりの事業費を指標に、事業の進捗を管理していく必要がある。

そこで本県独自の事業効果として、次のとおり設定する。

平成26年度 平成27年度 平成28年度 計 平成26年度 平成27年度 平成28年度 計

0 230.9 142 372.9 0 94.5 174.6 269.1

0 3,118 2,068 2,593 0 4,811 1,052 2,931

事業メニュー

全体計画書 平成28年度　各年度計画書

導入する蓄電池容量（kWh)

CO2削減量あたりの事業費（千円/t-CO2)

事業効果

自治体独自の事業効果

二酸化炭素削減効果　（ｔ－CO2／年)

事業メニュー

全体計画書 平成28年度　各年度計画書

（成果目標）

導入した再生可能エネルギー等による発電量　（ｋWｈ／年）

防災拠点における再生可能エネルギーの普及率　（％）



様式第２号（第５の５（１）②関係） （別紙４）

（基金事業の内容）

（基金充当額）
（単位：千円）

（単独費支出額）
（単位：千円）

平成26年度

平成27年度

平成28年度 (13,000) 13,000 太陽光及び蓄電池

平成26年度

平成27年度

平成28年度 (26,000) 26,000 太陽光及び蓄電池

平成26年度

平成27年度 (3,500) 3,500 設計及び水車製作

平成28年度 (239,777) 239,777 土木工事（繰越）

平成26年度

平成27年度 (7,236) 7,236 設計

平成28年度 (72,764) 72,764
太陽光、小水力、蓄電池、
ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ（繰越）

平成26年度

平成27年度 (486) 486 設計

平成28年度 (13,014) (293) 13,307
太陽光、蓄電池、高効率照

明（繰越）

平成26年度

平成27年度 (486) 486 設計

平成28年度 (16,014) (280) 16,294
太陽光、蓄電池、高効率照

明（繰越）

平成26年度

平成27年度 (1,965) 1,965 設計（単年）

平成28年度 (24,000) (1,600) 24,000 太陽光＋蓄電池（単年）

平成26年度

平成27年度 (6,350) 6,350 設計（単年）

平成28年度 (93,650) 93,650 太陽光＋蓄電池＋ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ（単年）

平成26年度

平成27年度 (1,566) 1,566 設計（単年）

平成28年度 (32,285) (14,492) 46,777
太陽光＋蓄電池＋高効率

照明（単年）

平成26年度

平成27年度 (1,539) 1,539 設計（単年）

平成28年度 (10,385) 10,385 太陽光及び蓄電池（単年）

平成26年度

平成27年度 (1,539) 1,539 設計（単年）

平成28年度 (10,385) 10,385 太陽光及び蓄電池（単年）

平成26年度

平成27年度 (1,404) 1,404 設計（繰越）

平成28年度 (36,212) 36,212 太陽光＋蓄電池（繰越）

平成26年度 (0) (0) 0

平成27年度 (26,071) (0) 26,071

平成28年度 (587,486) (16,665) 604,151

※適宜、行を追加する。 合計 (613,557) (16,665) 630,222

※防災拠点毎に事業を記載してください（1施設＝１事業） 26 174.6 28 26 27 28

※「発電量」について、発電しない再生可能エネルギー等は記入不要。 導入量 0 174.6 #REF! CO2 0.0 #REF! #REF! #REF!

※平成27年及び平成28年度の計画は、前年度までの事業分を記載した上で、当該年度の事業を記載する。 事業費 0 26,071 ##### 613,557

※複数年度にわたる事業については、前年度までの実績及び当該年度以降の見込みを記載する。また、備考欄に各年度の事業内容を記載する。 #REF! #REF! #REF!

事業内容③
（未利用エネルギー）

事業内容④
（その他）

稼働年月

事業効果
（導入（設置）後に見込まれる効果）

発電量
（ｋWh／年)

二酸化炭素
削減量

（ｔ－CO2／年)

481.8

平成26年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（各年度計画書）

（平成28年度計画書）

（２）公共施設再生可能エネルギー等導入事業

事業NO 事業名 実施主体
実施
方法

施設区分

事業内容①
（再生可能エネルギー）

事業内容②
（蓄電池）

備考

種別 容量
価格

（単位：円）
個数 種別 容量

価格
（単位：円）

個数 種別

26-16000-27-2-016
県営角川ダム再生可能エネルギー等
導入事業

26-16208-28-2-029
砺波チューリップ公園再生可能エネル
ギー等導入事業

砺波市 直轄 公園 太陽光 13.2

その他発電
装置

10

事業年度

事業費

容量
価格

（単位：円）
個数 種別

県 直轄 その他 小水力 100 1

合計
（単位：千円）

容量
価格

（単位：円）
個数

29.3 876,000

26-16201-27-2-018
富山市営農ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ再生可能エネ
ルギー等導入事業

富山市 補助 庁舎 太陽光 38 1
その他発電

装置
40.5 小水力 0.2 1 22.8地熱利用 20 1 29.3 41,516

26-16202-27-2-021
高岡市消防本部福岡消防署再生可能
エネルギー等導入事業

高岡市 補助 消防

1
その他発電

装置
10 126-16202-27-2-020

高岡市消防本部戸出消防署再生可能
エネルギー等導入事業

高岡市 補助 消防 太陽光 6

1
その他発電

装置
10

16 29.3 6,279 3.5
その他発電

装置
0.192

4.0
その他発電

装置
0.168 14 28.10 7,3251

26-16207-27-2-022
黒部市役所黒部庁舎再生可能エネル
ギー等導入事業

黒部市 補助 庁舎 太陽光 10 1

太陽光 7

28.12 10,464 5.8

26-16210-27-2-023
南砺中央病院再生可能エネルギー等
導入事業

南砺市 補助 診療施設 太陽光 30

その他発電
装置

0.12 2
その他発電

装置
14.4 1

26-16322-27-2-024
上市町保健福祉総合センター再生可
能エネルギー等導入事業

上市町 補助 社会福祉施設

その他発電
装置

349 11
その他発電

装置
16.9 1

太陽光 20 1
その他発電

装置
15 1

31,393 17.329.3

11.5
その他発電

装置
0.8 4 28.12 20,928

26-16342-27-2-027
コミュニティ施設整備事業（横山地区交
流防災センター）

入善町 補助 公民館

1
その他発電

装置
6.4 126-16342-27-2-026

コミュニティ施設整備事業（飯野コミュニ
ティ防災センター）

入善町 補助 公民館 太陽光 7

太陽光

28.8 7,325 4.0

4.028.8 7,325

26-16000-26-2-001
高岡厚生センター氷見支所再生可能エ
ネルギー等導入事業

県 直轄 庁舎 太陽光 15 1

7

8.6
その他発電

装置
15 1 29.3 15,696

その他発電
装置

6.4 11

合　　　計 1,044,342 574.4

蓄電池 CO2

126-16202-28-2-028
野村小学校体育館再生可能エネル
ギー等導入事業

高岡市 直轄 学校 太陽光 6 1

1
その他発電

装置
30 1

29.3 6,279 3.5

29.3 13,813 7.6



様式第２号（第５の５（１）②関係）

（事業計画の概要）

（別紙７）

平成26年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（各年度計画書）
（平成28年度計画書）

導入規模（容量）及び価格根拠
　　導入規模：災害時の必要電力量等を考慮して施設側において決定した。
　　価格根拠：概算設計を実施した施設にあっては、当該概算設計額を単価とし、他の施設にあっては、先行する24年度基金事業における導入費用などを参
考単価として施設側へ提示した。


